天童市行財政改革に係る基本方針
１　趣旨

　本市の行財政改革の取組は、昭和５２年に全庁的に実施した行政事務の総点検を皮切りに、時代の変化に対応した見直しを行いながら、継続的に行財政改革を実施してきた。取組の主要な項目は、定員管理、給与の適正化、事務事業の民間委託、組織・機構の見直し等である。これらの取組により、本市の行財政は、人口当たりの一般行政職員数が県内で最も少ない部類となっているほか、実質公債費比率、将来負担比率等で示される財政状況は県内１３市で最も良好なものとなっており、効率的かつ効果的な行財政運営が図られてきている。

　しかしながら、地方分権改革がスタートして約２０年の間に、少子高齢化やグローバル化の進展等の社会経済情勢の変化を背景として、自治体への期待や求められる役割が大きく変化してきている。

そこで、健全財政の堅持を前提としながら、これらの期待や求められる役割等に鑑み、本市を取り巻く主要な行政課題の解決と職員の意識改革を２つの柱とした新たな行財政改革を推進し、一層の市民サービスの向上を図っていく。

２　取組の目標
　⑴　主要な行政課題への取組による市民サービスの向上

　⑵　経営の視点からの業務の見直し
　⑶　組織の活性化と職員の意識改革

３　取組の実施について

　行政課題について、解決に向けた整理・目途がついたものから３か年実施計画に位置付け実現を図っていく。
４　推進体制
⑴　行財政改革推進本部設置要綱に基づき行財政改革推進本部を設置する。

⑵　行財政改革推進本部の構成は、次のとおりとする。

本部長　　市長

副本部長　　副市長、教育長
本部員　　行財政改革推進監、各部長、病院事務局長、消防長、教育次長、
議会事務局長
事務局長　　市長公室長

事務局次長　　総務課長、財政課長
⑶　行財政改革を推進するため、行財政、経済、制度等に精通した有識者による行財政改革推進員を設置し、多様な視点からアドバイスをいただく。
